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はじめに 

本市の地勢は、古くからの市街地が和泉山脈から流れ出る河川がつくった平野部に形成され、

大阪近郊の立地を活かし、高度経済成長期以降に開発された住宅地が和泉山脈裾野の丘陵地に広

がっています。 

市街地や住宅地を囲むように、波静かな海と緑豊かな山林が近接しており、幼稚園、保育所、

認定こども園など小学校就学前の子育て拠点施設は、市民の暮らしに近い場所で、それぞれの地

域とつながりを持ちながら、個性と歴史を育んできました。 

公立施設の多くは、人口急増期の昭和４０年代に建築しており、耐震性能、施設や設備の老朽

化、津波などの災害リスク、自家用車による送迎に対応した駐車スペースの確保など何らかの課

題を抱え、子どもたちの安全や災害時の対策、既存施設の有効活用などを総合的に踏まえた対応

が必要な状況です。 

このような背景をもとに平成２７年度に策定した、市内７つの公立幼稚園や保育所、子育て総

合支援センターを一極に集中する（仮称）総合こども館整備構想計画については、未来を担う子

どもの育ちや、地域の子どもは地域で守るという住民によるまちづくり活動に大きな影響を与え

るものと認識し、このたび計画を原点に戻し、改めて市内の子育て拠点を再構築する検討を行う

こととしました。 

再構築の検討にあたっては、平成２８年１２月２日に設置した地域子育て拠点再構築プロジェ

クトチームにおいて「安全・安心」「市民参画」「持続可能性」の３つのコンセプトをもとに、保

護者説明会や地域ワークショップを開催し、市民の皆さんに参画いただきながら、幼児教育・保

育・子育て支援サービスの現状と課題や、普段の暮らしの中で感じている今後の地域の子育て環

境などについて検討を進めてきました。 

今回提示する再構築方針の中間とりまとめ（案）は、小学校就学前人口の推移、７つの公立幼

稚園や保育所、６つの私立認定こども園や幼稚園の利用状況やこれらの園所が担ってきた役割を

踏まえ、行政、地域、市民の協働のもと将来にわたり、就学前の子どもにより良い教育・保育を

持続的に展開できる環境づくりをめざし、プロジェクトチームの検討を経て市としてとりまとめ

たものです。 

今後、夏の最終とりまとめをめざし、タウンミーティングや公立の子育て拠点、地域で説明会

を順次開催する予定です。市民のみなさまにおかれましては、今後の再構築に向けて、ご理解と

ご協力を賜りますようよろしくお願いいたします。 
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１．地域の子育て拠点をとりまく現状について 

地域における子育て拠点の再構築にあたっては、施設や地域で展開されている子育て支援の

取組みを踏まえつつ、各地域の人口動態、なかでも就学前児童をはじめとする世代別人口、施

設の配置バランスや利用状況、様々な取組みを支えるための財政状況などの現状を把握する必

要があります。 

 

(1) 市の人口 

①市全域の人口（国勢調査結果より） 

市全域の人口は平成１２年の５８，１９３人をピークに減少を続けています。 

世代別人口では、年少人口（０歳～１４歳）と生産年齢人口（１５歳～６４歳）が減少

する一方で、老年人口（６５歳以上）が増加しています。 

特に、年少人口と老年人口を比較すると、平成２年には年少人口は老年人口を２倍以上

上回っていましたが、平成１７年を境に老年人口と逆転し、平成２７年には年少人口は老

年人口の半分以下に減少するなど、少子高齢化が急速に進行しています。 

図表１：年少人口や老年人口等の推移【国勢調査】 
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(平成7年)

(平成27年)

尾崎 福島 上荘 波太 東鳥取 朝日 山中渓 西鳥取 舞 下荘 箱作
桃の木

台

平成7年 13.9% 21.2% 15.6% 22.9% 18.0% 18.5% 13.9% 16.3% 17.6% 15.2% 13.8%
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台
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②市内各地区の世代別人口の状況 

各地区（旧小学校区）の年少人口（０歳～１４歳）の、２０年間の動態を比較しました。 

桃の木台地区を除く、全ての地区で年少人口の割合は減少（市平均４．６ポイント減少）

していますが、減少の割合は地区によって大きく異なります。特に減少が顕著な地区は、

波太地区（１１．５ポイント減少）、福島地区（９．６ポイント減少）、舞地区（９．２ポ

イント減少）、朝日地区（６．９ポイント減少）となっています。 

■市内各地区の年少人口（０歳～１４歳）の割合（平成７年・平成２７年比較） 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

図表２：各校区における年少人口の年齢構成比等の推移【住民基本台帳】 

次に各地区（旧小学校区）の老年人口（６５歳以上）の２０年間の動態を比較しました。 

桃の木台地区を除く、全ての地区で老年人口の割合は増加（市平均１７．３ポイント増

加）していますが、増加の割合は地区によって大きく異なります。特に増加が顕著な地区

は、波太地区（３０．７ポイント増加）、舞地区（２６．４ポイント増加）、山中渓地区（２

１．２ポイント増加）、箱作地区（２０．９ポイント増加）です。 

■市内各地区の老年人口（６５歳以上）の割合（平成７年・平成２７年比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表３：各校区における老年人口の年齢構成比等の推移【住民基本台帳】 
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③就学前児童の人口 

就学前児童は、平成７年の３，６４２人から、平成２７年には２，４３４人となり３３％

減少しています。現状傾向のまま推移した場合の平成３２年の推計値は２，０８０人であ

り、さらに１５％減少する見込みです。 

また、出生数も減少を続けており、平成２年の５２５人から、平成２７年には３３２人

となり、３７％減少しています。 

図表４：就学前人口及び年間出生数の推移【住民基本台帳】 

 

(2) 公立幼稚園・保育所の入園(所)の状況 

①保育ニーズの高まりと待機児童の発生 

出生数を含め、子どもの人数が減少するなか、女性の社会進出の高まり等を背景に保育

ニーズが高まり、全国的に待機児童が増加しています。本市においても、他市町村からの

転入や保護者の就労状況等の変化等により、年度途中に待機児童が発生しやすい傾向とな

っています。 

図表５：阪南市の待機児童数の推移【こども家庭課調べ】 

1 0 0 0 0 0 

11 

7 

14 

7 

0 

21 

0人 

5人 

10人 

15人 

20人 

25人 

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 

4月1日 10月1日 

Ｈ2年 Ｈ7年 Ｈ12年 Ｈ17年 Ｈ22年 Ｈ27年 

就学前人口 3,188人 3,642人 3,545人 3,300人 2,800人 2,434人 

出生数 525人 465人 567人 439人 420人 332人 

0人 

500人 

1,000人 

1,500人 

2,000人 

2,500人 

3,000人 

3,500人 

4,000人 

就学前人口 出生数 



 

5 

②公立幼稚園児童数の経年変化と見通し 

平成２８年度の４園平均の充足率（入園児童数／定員数）は４０％となり、４園とも在

園児童数が大幅に減少しています。 

図表６：各園の充足率等の推移【教育総務課調べ】 

 

③公立保育所児童数の経年変化と見通し 

平成２８年度の３所平均の充足率（入所児童数／定員数）は８８％となり、３所とも安

定した在所児童数を確保する一方、低年齢児については待機児童が発生しています。 

図表７：各所の充足率等の推移【こども家庭課調べ】 
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(3) 公立幼稚園・保育所施設の状況 

①園所等の施設 

公立施設の多くは、本市人口急増期の昭和４０年代に建築しています。それぞれの施設

が、耐震性能、施設や設備の老朽化、津波などの災害リスク、自家用車による送迎に対応

した駐車スペースの確保など何らかの課題を抱えています。 

 図表８：各園所及び子育て総合支援センターの施設現状 

ＲＣ造、Ｓ造、ＣＢ造、ＳＲＣ造

※学校施設については、より安全性を確保するためにＩｓ値0.7を超えることとしている。

木造

※学校施設については、より安全性を確保するためにＩｗ値1.1を超えることとしている。

0.7以上～1.0未満 大規模な地震（震度6強以上）に対して、倒壊又は崩壊する危険性がある

Iw値の説明

0.7未満 大規模な地震（震度6強以上）に対して、倒壊又は崩壊する危険性が高い

1.0以上 大規模な地震（震度6強以上）に対して、一応倒壊しない

Is値の説明

0.6以上

0.3以上～0.6未満 大規模な地震（震度6強以上）に対して、倒壊又は崩壊する危険性がある

0.3未満 大規模な地震（震度6強以上）に対して、倒壊又は崩壊する危険性が高い

大規模な地震（震度6強以上）に対して、倒壊又は崩壊する危険性が低い

注）耐震診断状況等については速報値であり、確定値は7月に算出予定です。

棟名 用途 構造種別

① 遊戯室 ＲＣ造 Is

玄関 玄関 Ｓ造 Is

② 保育室 木造 Iw

③ 保育室 木造 Iw

④
Ａゾーン

（管理棟）
木造 Iw

⑤
Ｂゾーン

（管理棟）
木造 Iw

①
管理棟

及び

保育室棟
ＲＣ造 Is

④ 遊戯室 ＲＣ造 Is

③ 保育室 ＲＣ造 Is

まい幼稚園 Ｓ50 ・園庭の一部が土砂災害（特別）警戒区域 耐震補強済

朝日幼稚園 Ｓ53 ・3歳児保育がないため、空調設備がない ①
管理棟

及び

保育室棟
ＲＣ造 Is

尾崎保育所 Ｓ49
・前面道路狭隘で駐車場少ない
・府の津波浸水想定区域

① 保育所 ＲＣ造 Is

石田保育所 Ｓ49
・狭小な府所有地に立地
・３保育所で最も老朽化

① 保育所 ＲＣ造 Is

A 保育室 ＲＣ造 Is

B 保育室
ＲＣ造

一部ＣＢ造 Is

C 遊戯室
ＳＲＣ

造
Is

Ｓ54
・進入路が狭く、旗竿地であり、緊急車両
も含めて車の出入りが困難
・駐車場不足

※ＲＣ造：鉄筋コンクリート造、Ｓ造：鉄骨造、ＣＢ造：コンクリートブロック造、ＳＲＣ造：鉄骨鉄筋コンクリート造

施設の状況

・前面道路の幅員等による建替えには法的
な制約あり
・近隣周辺は低層住宅

Is・Iw値の速報状況
（平成29年4月現在）

耐震診断状況等

0.3未満の可能性

0.7未満の可能性

0.7未満の可能性

0.7未満の可能性

0.7未満の可能性

0.7以上の可能性

幼
稚
園

保
育
所

子育て総合支援
センター

施設名 建築年

Ｓ41尾崎幼稚園

Ｓ49

未実施

下荘保育所 Ｓ45

はあとり
幼稚園

・駐車スペースが少ない
・雨漏りなど

・駐車場の確保
・海岸沿いの立地

0.7以上の可能性

0.7以上の可能性

0.7以上の可能性

0.3以上0.7未満の可能性

0.3以上0.7未満の可能性

0.7以上の可能性

0.7以上の可能性

0.3以上0.7未満の可能性

0.7以上の可能性
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(4) 市全域の幼稚園・保育所等の設置状況及び在園(所)児童数等 

①市全域の幼稚園・保育所等の設置状況（平成２８年度） 

市全域には、公立と私立合わせて幼稚園が６園、公立保育所が３所、私立の認定こども

園が４園あり、公立と私立の施設が近接している地域があります。 

 

 

 

 

運営 施設名 建築 定員 運営 施設名 建築 定員 

幼
稚
園 

公
立 

尾崎幼稚園 S41 210人 
保
育
所 

公
立 

尾崎保育所 S49 120人 

はあとり幼稚園 S49 280人 下荘保育所 S45 150人 

まい幼稚園 S50 210人 石田保育所 S49 120人 

朝日幼稚園 S53 140人 
認
定
こ
ど
も
園 

私
立 

ワンワン認定こども園 H11 150人 

私
立 

桃の木台幼稚園 H12 285人 しいの実こども園 H26 152人 

さつき台幼稚園 H19 285人 
アルン西鳥取夢学舎 H20 207人 

桃の木の森こども園 H27 90人 

 

図表９：各園所等の配置図等 

 

 

【公 立】        【私 立】 

    幼稚園         幼稚園 

    保育所         認定こども園 

    支援センター 



 

8 

②公立・私立を含む各園所の在園(所)児童数等の現状 

幼稚園については、公立・私立とも定員を大幅に下回り、低い充足率となっている状態

です。一方、公立保育所及び私立認定こども園については、定員を上回り、高い充足率と

なっている状態です。 

 

図表１０：平成２８年度当初の各園所の充足率等【こども家庭課・教育総務課調べ】 

 

 

 

 

 

定員 児童数 充足率

尾崎幼稚園 210人 55人 26%

はあとり幼稚園 280人 124人 44%

まい幼稚園 210人 126人 60%

朝日幼稚園 140人 28人 20%

公立幼稚園計 840人 333人 40%

尾崎保育所 120人 123人 103%

石田保育所 120人 114人 95%

下荘保育所 150人 106人 71%

公立保育所計 390人 343人 88%

公立合計 1,230人 676人 55%

桃の木台幼稚園 285人 116人 41%

さつき台幼稚園 285人 135人 47%

私立幼稚園計 570人 251人 44%

ワンワン認定こども園 150人 147人 98%

しいの実こども園 152人 148人 97%

アルン西鳥取夢学舎 207人 199人 96%

桃の木の森こども園 90人 95人 106%

私立認定こども園計 599人 589人 98%

私立合計 1,169人 840人 72%

施設名

公
　
　
　
立

私
　
　
　
立
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(5) 子育て支援や母子保健 

①子育て支援 

子育て支援については、子育て総合支援センターを中心に、子育て支援に取り組む団体

をはじめとする各種団体と連携しつつ、市民ニーズを踏まえた事業を展開しています。 

また、子育て総合支援センターには、乳幼児期の親子の育ちを支援するため、家庭児童

相談室等を併設しています。 

(子育て総合支援センター等で実施している事業の一例) 

・保育士等専門職による子育てに関する相談 

・子育て支援情報の提供 

・親子教室をはじめ、子育て講座などの子育てに関する学びの場 

・親子がつどい交流する場やイベントの開催 

・子育て支援者の育成支援 

 

②母子保健 

母子保健については、保健センターを中心に、妊産婦がいる家庭を訪問するなどのアウ

トリーチ型の事業、妊娠期から出産後における母子の健康等に関する相談、乳幼児の健康

を保持するための定期健康診査等を実施しています。 

（保健センター（母子保健関係）で実施している事業の一例） 

・母子健康手帳の交付 

・妊婦及び乳幼児の健康診査 

・妊産婦及び乳幼児家庭訪問 

・健康相談 

・健康教育（思春期教育を含む） 

 

(6) 市の財政状況 

   本市の財政状況は、近年支出超過の状況が続いており、毎年度財政調整基金を取崩しての

財政運営が続いています。 

   収入で市税に次ぐ大きな割合を占める地方交付税等額は、人口減少の影響を受け毎年度減

少傾向にあり、この状況は今後も続くものと考えられます。 

また、少子高齢化の影響により、医療や介護、生活保護などの社会保障関連経費は急増し

ています。あわせて、子育て施設を含む様々な公共施設、道路や上下水道などのインフラに

ついても老朽化が進んでおり、今後、多額の維持更新費用が必要となります。 

このような状況から、中期財政シミュレーションにおいても、今後財政調整基金の減少は

続くものと見込まれ、このまま対策を講じない場合は平成３２年度で財政調整基金が３億９，

８００万円不足する見通しです。 
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図表１１：社会保障費等の推移【財政課調べ】 
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百
 

中期財政収支予測による財政調整基金残高の推移 

21億9,100万円 

18億7,900万円 

17億9,200万円 16億4,600万円 

10億2,300万円 

3億3,100万円 

4,800万円 

▲3億9,800万円 
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社会保障関連費（一般財源） 地方交付税等 

社会保障関連費（一般財源）と地方交付税等 

51 億 8,300 万円 

50 億 6,300 万円 
50 億 7,500 万円 

48 億 2,100 万円 47 億 1,000 万円 

25 億 3,900 万円 
26 億 8,000 万円 

30 億 4,900 万円 

33 億 200 万円 33 億 4,100 万円 
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２．地域の子育て拠点を再構築する際の課題について 

地域の子育て拠点再構築案の検討にあたり、子育て世代や地域の暮らしの現状やニーズ、意

見を把握するため、平成２９年１月から３月にかけて、公立幼稚園・保育所・子育て総合支援

センターの保護者・利用者説明会とアンケート調査、市内４地域（尾崎、東鳥取、西鳥取、下

荘）と地域合同により市民ワークショップを５回実施しました。 

また、従前の（仮称）総合こども館整備構想計画（以下「当初計画」といいます。）策定時に

市民の皆様から寄せられた多くのご意見、ご指摘も踏まえ、ハード面、ソフト面、財政面の主

な課題について、以下のとおり整理しました。 

 

(1) ハード面での課題 

①安全・安心な施設の確保 

現在の公立７園所（建築年：昭和４１年～５３年）については、耐震化の有無（平成２

９年４月現在、耐震診断実施中。７月に判定が確定する予定。）に関わらず、施設や設備の

老朽化が進行しており、子どもたちの安全面をはじめ良好な教育・保育環境を確保すると

いう面から、建て替えや改修など一定規模の工事が必要な状況です。 

また、高い充足率により全保育室を使用し、夏休みなどの長期休暇なく年間を通して運

営している保育所については、運営しながらの工事（居ながら施工）が困難であり、代替

地確保、仮設施設等による工事については、工期や費用が課題となります。 

さらに本市が、起伏に富んだ豊かな地形であるがゆえに、地震により津波等の災害が想

定される施設、狭小な周辺道路や駐車スペース等により自家用車の送迎等に支障をきたす

施設など、それぞれの園所で様々な課題を抱えている現状もあり、将来を見据え、移転を

含む施設の立地、整備の検討が必要です。 

 

②旧家電量販店の利活用 

旧家電量販店は、市の幹線道路に面し、市内各地からのアクセスが容易であるなど交通

の利便性が高く、また、本市の中心市街地としての立地上、市全体の子育て支援の中心拠

点として活用しうる優位性を持っています。 

また、尾崎地域と東鳥取地域のほぼ中間に立地し、耐震性を有する施設であること、自

家用車による送迎がしやすいなどの条件から、地域の子育て拠点としての機能を併せ持つ

ことも可能です。 

旧家電量販店は、当初計画に基づき平成２７年度に購入しており、その際に、市の財政

負担を可能な限り抑制するために、国の交付金と返済に有利な借入金を活用しています。 

交付金等の活用にあたっては、先駆性や自助努力性、建物の集約化など様々な条件が設

定されていることから、現在検討している市の再構築案による影響を可能な限り縮小でき
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るよう関係機関と協議、調整が必要です。 

 

③既存施設を活用した地域における子育てへの支援 

地域における子育てについては、全国的な待機児童の増加傾向を背景に、家庭的保育や

一時預かりなど小規模で多機能、かつ柔軟な支援の形態が国から提示されており、今後も

さらなる制度の広がりが予想されます。 

また、本市においては、公民館や住民センター、児童遊園など様々な公共施設を市民活

動の地域の拠点として多数設置しているなか、近年では、人口減少や税制の課題等を背景

に、市内各地域で空家が増加している状況です。 

今後、地域に根ざしたまちづくりを進めるなかで、様々な主体の参加を念頭に置き、既

存の公共施設や空家などを活用した子育て支援について検討を続けていく必要があります。 

 

④公民の役割と連携 

本市には、公立と私立合わせて幼稚園が６園、公立保育所が３所、私立の認定こども園

が４園の計１３園所が立地し、公立と私立の施設が近接している地域もあります。 

このことから、公立と私立が近接している地域等については、公民の役割を踏まえなが

ら民間のより一層の活性化を支援しつつ、私立園と協働のもと、私立園が持つ強み、ノウ

ハウ等を最大限に活用して地域と共に子育てを推進していく必要があります。 

一方で、公立の園所については、ナショナルミニマム（国が全国民に保障する健康で文

化的な最低限度の生活水準で、あらゆる社会保障制度などの根幹になるもの）やセーフテ

ィネットを提供するための施設として、障がいのある子どもたちへのサポートや共生を含

めたインクルーシブな教育・保育（障がいのある子どもとない子どもが一緒に学び、育つ）

を提供するとともに、子育て支援や母子保健機能における地域ネットワークの中心拠点と

してその運営に取組み、多様な選択肢を提供していく必要があります。 

 

⑤子どもが遊びたくなる場の充実 

  豊かな里海、里山などの自然に恵まれた本市には、都市公園や児童遊園をはじめ１００

か所近くの公園があります。 

保護者説明会やワークショップでは、「小さな公園が市内にたくさんあるが、幼児向けの

遊具が不十分である」「家族でゆったり過ごすスペースになっておらず積極的に利用する気

持ちになれない」「市内に立地する大きな公園は駐車料金が必要であり、市民にとって気軽

に利用できる場にはなっていない」という意見があり、現在の親子の遊び方を踏まえた、子

どもが遊びたくなる場の充実が求められています。 
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(2) ソフト面での課題 

①一定規模の集団による多様な経験や社会性を高める機会の確保 

現在、幼稚園と保育所の定員に対する充足率に大きな差が生じています。 

このことは、幼稚園に通う子どもたちと保育所に通う子どもたちとの間で、遊びまわる

園庭の大きさ、遊具の活用状況や先生と触れあえる時間等に差が生じていることも示して

います。 

また、充足率の低下が進む幼稚園では、少人数化により集団内で切磋琢磨する機会が減

少しています。あわせて、子どもたちが地域の中で異年齢の子ども同士の群れ遊びや、高

齢者など多様な世代と交流する機会も減少しており、発達段階に応じた多様な経験や社会

性を高める機会の確保が課題となっています。 

 

②保護者の就労支援・保育サービスの充実と選択肢 

就労形態の多様化が進み、保護者の方が年度途中から就労されることは日常の光景とな

っています。このようななか、保護者の就労形態の変更により、保育所⇒幼稚園、幼稚園

⇒保育所など園所間での移動が発生することは、保護者や子どもたちへの負担が大きいこ

とから、保護者の就労形態の変更に関わらず、同じ施設で教育・保育が提供できるよう柔

軟な運営体制の導入が公立においても求められています。 

一方で、幼稚園や保育所などが果たしてきた役割を踏まえ、多様な選択肢の一つとして

現在の運営形態の継続を望む意見もあります。 

また、保護者の継続した就労を支援するためには、休日保育・夜間保育・病児保育など

の各種保育サービスや、一時預かりをはじめとする保護者向けの休息（レスパイト）サー

ビスの充実なども求められています。 

 

③妊娠期からの切れ目のない支援の充実 

妊娠期から出産時、その後の乳児期を迎える子育て中の家庭に対する様々なケアは保健

センターが中心となって取り組んでいます。幼児期から学童期までのケアは、子育て総合

支援センターや幼稚園・保育所が中心となって取り組んでいます。一方で、これらの取組

みについては様々な子育て支援団体等の活動と重複している部分もあります。 

こうした状況を踏まえ、窓口のワンストップサービス化や機能の集約化等を図り、地域

ネットワークの中心拠点として、妊娠期から子育て期までの子育て中の家庭のケアや各種

サービスを一元的に提供できる取組みが求められています。 
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(3) 施設整備・運営費にかかる課題 

公立の幼稚園・保育所における建て替えや大規模改修など整備にかかる費用負担につい

ては、所管省庁である文部科学省や厚生労働省からの補助制度は乏しく、原則として市税

負担により実施する必要があることから、本市では、これまで幼稚園の整理統合や保育所

の民営化などの取組みを行ってきました。 

幼稚園・保育所の整備運営の手法は、施設整備と運営の双方を公が行う公設公営、施設

整備は公が行い、運営は民間で行う公設民営、施設整備と運営の双方を民間が行う民設民

営の大きく３つのパターンがあります。 

こうした施設整備、運営手法を踏まえ、公民の役割、私立の強みやノウハウ、保育士不

足などの課題に対処し、本市の子育て拠点整備について引き続き検討を行う必要がありま

す。 
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子
育

て
拠
点

・公立・私立、幼稚園・保育所・認定こども園など保護者が選べる選択肢がほしい。
・就労に関係なく子供を預けることができる認定こども園が必要
・支援が必要な児童の受入れなどセーフティネットとしての公立の役割が重要

子
育
て
支
援

【学び機能】
・自尊心や国語力を育む施策が必要（身近な施設などを活用した絵本の読み聞かせの場づくり）
・学習支援や知恵の伝承の場が必要
【相談機能】
・妊娠期から切れ目のない支援が必要（専門家への相談）
・地域の子育てを支援する場が必要（子育てサロンなど）
【託児機能】
・病児保育、延長保育などの保育サービスの充実が必要
・地域の人が見守り、子どもが安全に過ごせる居場所が必要
【情報発信機能】
・行政と地域で活動している市民や団体と情報共有できる仕組みが必要（ＬＩＮＥやアプリの活用）
【交流機能】
・子どもと高齢者など、多世代の交流を通じた子育て支援の場の充実
【遊び機能】
・子どもを遊ばせたくなる場の充実（屋外・屋内の遊び場）
【その他】
・休日夜間の小児救急の体制整備

　子どもの安全を最重要視すべき

耐
震
化
・
老
朽
対
策

・耐震より新築や建替えをする。
・既存施設の耐震（居ながら工事の工夫）をする。
・財政状況を考えながらもできる範囲での老朽対策をする。
・まずは耐震化と最低限の改修を優先的にする。

立
地

・安全な場所への移転

交
通

・安心できる安全な交通環境の確保
　（駐車場の確保、通学路やバスなど通所・通園の安全）

集
約
化

・公立の集約化（少し減らす、認定こども園化）

身
近
な
拠
点

・地域の方に声をかけられながら自転車や歩いて通う身近な拠点

そ
の
他

・通園距離が遠くなるための対応
・充足率に応じて市全体の施設数を検討
・統合の基準を検討
・小学校跡地などの活用
・安全な施設であれば箇所数にこだわらない。

④ 旧家電量販店建物の活用

　複合化して活用すべき

活
用
例

・認定こども園
・子育て支援センター
・保健センター
・子ども図書館
・カフェ
・子どもから高齢者まで、多世代が交流することができる施設
・施設の処分も検討するべきではないか

その他

① 保護者ニーズに応える施設や子育て支援サービス

② 安全性確保

③ 公立の園所数

　公立の園所数を集約化すべき/身近な拠点が必要

・人口増加につながる活気あるまちづくり（自然、歴史、文化など阪南市の強みを活かす）

■公立幼稚園・保育所・子育て支援センター保護者説明会、ワークショップでの主な意見 
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３．子育て拠点の再構築方針（案）について 

これまで整理してきた、子育て拠点を取り巻く現状や、再構築の際の課題を踏まえ、再構築

方針（案）を次のとおり示します。 

 

(1) 再構築に向けたキーワード 

子育て拠点再構築プロジェクトの３つのコンセプト「安全安心」「市民参画」「持続可能性」

と、保護者・利用者説明会、アンケート、市民ワークショップで頂いた意見を踏まえ、再構

築に向けたキーワードを次の５つに集約しました。 

 

    ①子どもの安全を確保 

    ②保護者が選べる選択肢 

    ③ワンストップで切れ目のない支援 

    ④くらしに身近な地域で多世代が交流 

    ⑤持続可能な行財政運営 

 

(2) 再構築の基本方針 

本市では、昭和４０年代以降の丘陵部の開発に伴い、人口は右肩上がりで推移してきま

したが、関西圏域の人口動態や経済情勢の変動などを背景に、かつて大阪中心部のベッド

タウンとして「ファミリー層に選ばれていた阪南市」という強みが失われつつあり、平成

１２年を境に人口減少に転じ（国勢調査ベース）、若年層の流出と相まって、出生数が減少

しています。 

この２０年間の出生数の推移は、平成１３年の「５９４人」をピークに、平成２６年は

「３７７人」と約６割減少しています。 

    また、２０６０年の本市の人口は国立社会保障・人口問題研究所推計で３１，４８４人、

これをベースとした市の独自試算で３５，５０９人と推計しています。 

このような人口減少は、市勢維持に大きな影響を与えるだけでなく、地域経済の縮小な

どを招き、地域社会の基盤維持が困難になり、地域そのものが崩壊する恐れもあることか

ら、本市では２０６０年の人口を「約４４，０００人」を確保することを目標に、平成２

７年１０月に阪南市総合戦略を策定し、「誰もが住みたい、住んで良かった」と感じるまち

づくりに取り組んでいるところです。 

こうした状況を踏まえ、再構築に向けた５つのキーワードと、本市の子育て支援を含め

た暮らしの魅力向上をめざし、再構築の基本方針を次のとおりとします。 

 

 
阪南市で「産みたい」「育てたい」「暮らし続けたい」 
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(3) 再構築の進め方 

再構築の推進にあたっては、総合計画（後期基本計画）における「協働によるまちづく

り」「行政経営のしくみづくり」を踏まえ、多様な主体が協働し、活躍できるよう、様々な

取り組みを実施していきます。 

 

 

【阪南市総合計画（後期基本計画）】 
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(4) 就学前教育・保育の目標等 

公立の幼稚園と保育所は、幼稚園教育要領と保育所保育指針に基づき、各園所において

教育・保育を提供していますが、今後、市の就学前教育・保育の目標を検討することを視

野に入れ、子育て拠点における就学前の教育・保育の目標（案）等を定めるものとします。 

[目標（案）] 

心身ともに健康で人間性豊かな子どもの育成 

[めざす子ども像（案）] 

①健康で元気な子ども 

②意欲的に取り組み、最後までやりぬく子ども  

③自分から学び、考えようとする子ども 

④自分も友だちも大切にし、共に育ちあえる子ども  

⑤感性豊かで、自己表現のできる子ども 

[大切にしていくこと（案）] 

0歳 3か月～ 

6か月 

・一人一人の生活の流れ（24時間）を把握して、無理なく生活リズムを整えていく。 

・保健的で安全な環境のもと、特定の保育士が愛情深いかかわりを持つことで愛着関係

を築き、安定して生活できるようにする。 

6か月～ 

1歳 3か月 

・特定の保育士との愛着関係の中で、応答的なかかわりを大切にし、信頼関係を育む。 

・行動範囲が広くなるため、安全に留意し、一人一人が安心して満足するまで遊べる環

境づくりをする。 

1歳 3か月～ 

2歳未満 

・月齢差や個人差が大きいので、一人一人に応じた援助をしていく。 

・保育士の見守りの中で、安心して人や物にかかわれるような環境を整えていく。 

おおむね 2歳 

・生活に必要な基本的生活習慣については一人一人の子どもの状態に応じ、落ち着い

た雰囲気の中できめ細やかに援助していく。 

・自我の芽生えに応じて自己主張も見られるが、「自分で」という意欲を尊重し、また自

立不安定時期でもあるので、自主的に行動できるように促していく。 

おおむね 3歳 

・身の回りのことにおいては、一人一人の発達段階や生活力に応じた援助をしながら、

自分でやってみようとする意欲を育てる。 

・思う存分遊び、友だちと一緒に遊んだり、かかわったりする楽しさにつながるように援助

し、集団生活に必要なきまりごとを知らせていく。 

おおむね 4歳 

・生活に必要なきまりやルールを繰り返し伝え、再確認していくことで生活習慣が定着し

ていくようにし、自分でしようとする力を育てる。 

・生活や遊びを通して友だちとのつながりを広げ、葛藤を経験しながら自分の思いを伝

えたり、相手の思いに気づいたりできるようにする。 

おおむね 5歳 

・社会生活に必要な基本的な力(善悪の判断・協調性・人の話を聞き、自分の思いを伝

える力 など)を身につけるために、幼稚園教諭・保育士は適切に援助していく。 

・仲間の一人として自覚や自信を持てるようにし、仲間と役割分担や協力をして、活動

する楽しさを多く経験できるようにする。 

おおむね 6歳 

・一人一人の自主性、社会性、協調性を育て、自分たちで見通しを持って生活や遊び

を進めていけるように、子どもたちと話し合いながら環境を整えていく。 

・一人一人の活動への多様なとりくみ方をうけとめ、子どもの豊かな感性や認識力、思

考力及び表現力が養われるように、自然や身近な事象に触れる機会を持つ。 
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(5) 再構築の方向性と拠点 

  ①子どもの健やかな育ちについて 

現在、少子化の影響もあり、公立・私立ともに幼稚園の園児数が大幅に減少するなか、

定員に対する充足率が５０％を下回る園が増加し、発達段階に応じた多様な経験や社会性

を高める機会、子どもたちが一定の集団内で多くの友達と触れ合い、切磋琢磨する機会が

減少しています。 

また、女性の社会進出の高まりなどを背景に保育ニーズが増加するなか、保護者の就労

の有無にかかわらず柔軟に対応できる幼稚園・保育所の双方の機能を併せ持つ認定こども

園のニーズが高まっています。 

こうした子育てを取り巻く環境が変化を踏まえ、身近な地域で子どもの健やかな育ちを

支援することの重要性を念頭におき、公立の幼保施設の利用児童数の推移、地域のバラン

ス、公立施設の耐震性能や立地上の課題、私立施設の配置状況等を総合的に勘案し、一定

の集約化を図ることとし、公立と私立を含めた拠点数を現在の１３拠点から１０拠点（公

立は７拠点から４拠点）を基本とした配置とします。 

なお、将来、柔軟な子育て支援施策の広がりとあわせて、私立の子育て拠点の運営形態

の変更や新たな立地があった場合、子どもの健やかな育ちの観点を踏まえ、市民のみなさ

んの参画のもと、必要に応じてあり方を含めた拠点の見直しを検討します。 

 

  ②施設の安全性確保と老朽対策について 

児童が安全に教育・保育を受けることができる環境を確保するため、各園所の耐震診断

結果（平成２９年４月に速報値（確定値は７月に算出予定））を踏まえ、可能な限り早期に

施設の耐震性能確保に向けた施設改修等を実施するか、耐震性が確保されている施設への

移転のいずれかの措置を講じます。 

また、外壁やトイレなど施設や設備の老朽化に対応するため、それぞれの拠点施設や地

域課題を踏まえ、財政状況に配慮しつつ一定の老朽対策を検討します。 

 

③持続可能性の確保について 

まちのにぎわいや活性化、市勢維持など中長期的な市のまちづくりの展望を踏まえ、次

世代を担う子どもにかかる施策や、本市の豊かな自然や多様な地域の資源を活かした産業

や観光振興施策等の充実を図りながら、市全体の施策運営にあたっては、柔軟かつ効率的・

効果的な手法の導入や事業連携などの再構築に取り組みます。 

また、私立を含めた地域における子育て施設の拠点として、既存施設を可能な限り有効

活用することとし、尾崎・東鳥取地域では「旧家電量販店」と「はあとり幼稚園」を、西

鳥取地域では「まい幼稚園」を、下荘地域では「下荘保育所」を活用、整備します。 

今後、子育て施策の分野についても、時代の変化にあわせて、子育てニーズのさらなる
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多様化が予測されることから、子育て環境の整備や施策の充実により柔軟に対応するため、

民間や各種団体など様々な主体の活力導入についても継続して検討を行います。 

なお、検討の際には、公民の役割分担、民間や各種団体が持つノウハウや強みを発揮で

きる施策・環境かどうか、現在は民間に重点配分されている施設整備・運営に対する国や

府の交付金の動向、児童数や保護者ニーズ、子育てを取り巻く環境の変化に十分配慮する

こととします。 

 

  ④子育て機能の充実 

上記に記述した内容及び再構築の基本方針と５つのキーワードを踏まえ、「旧家電量販

店（子育て関連複合施設）」は保育所機能を主体とする幼保連携型認定こども園として、「は

あとり幼稚園」「まい幼稚園」は幼稚園として、「下荘保育所」は保育所として公立の子育

て拠点とします。あわせて、既存の公共施設や仕組みを活かした柔軟な子育て支援が可能

となっている現状を踏まえ、子育てニーズを十分に把握しつつ、ＮＰＯなど多様な主体の

参画により、小規模で多機能な子育て支援が展開できるよう、家庭的保育や一時預かりな

どの制度の活用を促進します。 

また、本市で設置が広がっている子育てサロンなど地域における子育ての支え合い機能

のさらなる充実を支援するなど、「旧家電量販店」を子育ての中心拠点として市内各子育て

拠点とのネットワークの整備を行いつつ、今後のまちづくりを進めるなかで、その他の施

設については幼稚園や保育所といった形態にとらわれない、新たな子育て支援サービス等

の提供拠点の可能性について継続して検討を行います。 
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■再構築にかかる市内の子育て拠点数（目標値 公立＋私立） 

全１３拠点⇒１０拠点（公立７園所⇒４園所  私立６園⇒６園・現状どおり） 

内訳：公立７園所（４幼稚園・３保育所） 

⇒４園所（１認定こども園・２幼稚園・１保育所） 

   私立６園（４認定こども園・２幼稚園）⇒６園（現状どおり） 

 

■現在の子育て拠点 

 

 

 

■今後の子育て拠点（平成３２年４月～） 

 

 

【公 立】        【私 立】 

    幼稚園         幼稚園 

    保育所         認定こども園 

    支援センター 
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(6) 当該拠点での運営形態 

  ①旧家電量販店 

子どもや子育て世代を中心に多世代の市民が集い、既に本市の各地域で展開し、またこ

れから展開しようとする様々な子育て施策へのサポート機能、地域での子育て支援を担う

人材育成機能をあわせ持つ、市全体の子育て拠点の役割を担う複合施設として整備します。 

 

ア：公立の認定こども園 

   施設の耐震確保や老朽対策、立地条件による慢性的な駐車場不足などの課題を抱

える尾崎保育所と石田保育所の現状を踏まえ、尾崎地域と東鳥取地域の中間に位置

し、幹線道路に面する利便性の高い立地条件を活かし、自家用車による送迎に適し

た保育所機能を主体とする公立の幼保連携型認定こども園を設置します。 

   また、施設の整備にあたっては、待機児童の解消に柔軟に対応できる機能や空間

の確保に配慮しつつ、保育士不足等のソフト面での課題解決に取り組みながら公立

施設としての役割を踏まえた運営を行います。 

   保育所主体の施設とすることから、現状と同様、通園バスの運行を行う予定はあ

りません。 

   定員は２００～２５０人程度を想定しています。 

  

 

イ：子育て総合支援センター（母子保健機能含む） 

子育て総合支援センターに保育教諭や保健師などの専門スタッフを配置し、妊娠期

から子育て期までの各種の子育て支援など母子保健機能を切れ目なくワンストップで

提供する、子育て世代包括支援センター化を進めます。 

あわせて、屋内広場や絵本などとふれあう空間等を設置し、子どもの健やかな育ち

を支援します。 

さらに、子育て施策を通した多世代の交流や、各地域における子育て支援を担う人

材を育成する場として、様々な主体と連携した取り組みを検討します。 

 

【旧家電量販店の機能】 

項目 配置専門職 機能（案） 

認定こども園 保育教諭・看護師・調理士 遊戯室・プレイルーム・読み聞かせ絵本室など 

子育て総合支援センター 

（母子保健機能含む） 

保育教諭・保健師・助産師・

管理栄養士 

一時預かり・屋内広場・絵本広場・親子カフェ・

相談室・集団指導室・栄養指導室など 
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図表１２：認定こども園のイメージ【内閣府Ｗｅｂサイトより】 

 

認定こども園の類型 内容 

幼保連携型 幼稚園的機能と保育所的機能の両方の機能をあわせ持つ単一の施設として､認定

こども園としての機能を果たすタイプ 

幼稚園型 認可幼稚園が、保育が必要な子どものための保育時間を確保するなど、保育所的

な機能を備えて認定こども園としての機能を果たすタイプ 

保育所型 認可保育所が、保育が必要な子ども以外の子どもも受け入れるなど、幼稚園的な

機能を備えることで認定こども園としての機能を果たすタイプ 

地方裁量型 幼稚園・保育所いずれの認可もない地域の教育・保育施設が、認定こども園とし

て必要な機能を果たすタイプ 

図表１３：認定こども園の類型とその内容 

 

 

図表１４：子育て世代包括支援センターのイメージ【厚生労働省Ｗｅｂサイトより】 
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②はあとり幼稚園 

  東鳥取地域に位置し、尾崎地域からも比較的アクセスしやすい幹線道路に近く、交通利

便性の高い場所に立地しています。一方、自家用車用の駐車スペースが限られていること

から、今後の就学前人口の動向や保護者ニーズに留意しつつ、一定の期間、公立幼稚園と

して運営します。 

耐震診断速報値では、保育室は「Ｉｓ値は０．７以上の可能性」とされ大規模な地震（震

度６強以上）に対して、倒壊又は崩壊する危険性が低い、遊戯室は「Ｉｓ値は０．３０以

上０.７０未満の可能性」とされており、判定機関に諮っています。 

今後その結果を踏まえ、施設の耐震化工事に着手します。 

園区は、尾崎幼稚園、はあとり幼稚園、朝日幼稚園を統合することとし、通園バスを運

行します。 

 

③まい幼稚園 

西鳥取地域の丘陵部に開発された住宅密集地に立地し、平成１３年度に耐震工事を実施

したことで耐震性能が確保できている施設です。 

周辺道路や交通規制等の状況を踏まえ、自家用車による送迎に課題を有すると考えられ

ることから、今後の就学前人口の動向や保護者ニーズに留意しつつ、一定の期間、公立幼

稚園として運営します。 

緑豊かな山林に囲まれ恵まれた自然環境にある一方、園庭の一部が土砂災害（特別）警

戒区域に指定されています。通常、自動車駐車場として利用している箇所で、園児の活動

場所として利用していない区域ですが、阪南市地域防災計画に基づき、連続雨量等を踏ま

えた前兆現象の把握に努めつつ、園業務のなかで避難訓練を行うとともに、園児が区域に

近づかないよう指導を徹底するなどの対策を講じます。 

園区は現状どおりとし通園バスを運行します。 

   

④下荘保育所 

下荘地域の海岸沿いに立地し、波静かな大阪湾が目の前に広がる恵まれた自然環境にあ

る施設です。 

海岸沿いに立地しているものの、大阪府が調査した南海トラフ巨大地震を想定したハザ

ードマップにおいて、津波浸水想定区域に指定されておらず、平成２９年４月の耐震診断

速報値では、「Ｉｓ値は０．７０以上の可能性が高い」とされ、大規模な地震（震度６強以

上）に対して倒壊、崩壊する危険性が低い施設となりますが、一部補強の可能性がある箇

所もあり、現在判定機関に諮っています。今後その結果を踏まえた対策を行いつつ、市内

の地域バランスや保育ニーズに対応する施設として現行どおり公立保育所として運営を継

続します。 
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一方、施設や設備の老朽化が進み、駐車スペースの関係で慢性的に自家用車による送迎

に課題を抱えるなか、下荘地域においては現保育所と箱作駅に近い旧小学校施設や箱作土

地区画整理区域内に公共用地を有しています。 

こうした状況を踏まえ、従前より地域を主体に議論が進められているコミュニティ機能

を持つ拠点の方向性とあわせて、より一層地域との連携を深め、子ども、子育て世代、高

齢者まで多世代が交流できる子育て拠点づくりの視点から、施設のあり方について検討を

継続します。 

 

(7) 地域の子育て支援機能の充実と家庭への個別支援 

３歳未満の多くの乳幼児が家庭で子育てをしているなか、核家族化の進行や地域内のつ

ながりの希薄化、男性の子育てへの関わりが十分でない、子どもの数そのものが減少して

いるといった要因により、子育てが孤立化し、子育ての不安感や負担感が増しています。 

平成２５年１２月に実施した「阪南市子ども・子育て支援事業計画」の策定に関するア

ンケート調査において、近所で日常的にちょっとした子どもの話や世間話をする人はいま

すかという問いに対し、「いる」と答えた方が７５．０％いる一方で、「いない」と答えた

方が２３．２％となっています。 

    また、子育てが地域の人に支えられていると感じるかとの問いに対し、「感じる」と答え

た方が６０．１％、感じないと答えた方が３７．９％となっています。 

    こうした状況のなかで、子ども達が心身ともに健やかに育ち、安心して子どもを産   

み育てることができるまちづくりが求められており、子育て中の親子を支える仕組みを充

実することは、まち全体の子育て力を高める重要なポイントとなっています。 

 

  ①地域での子育て支援機能の充実 

より身近な地域で、子育て中の親子が気軽に集い、相互の交流や子育ての不安、悩みを

相談できる場所が求められており、本市では子育て総合支援センターを拠点とし、子ども

の遊び場の提供、育児不安等に関する相談指導、子育てサークルの育成支援、子育て情報

の提供、電話相談など、地域や子育て家庭に様々な支援を行っています。 

また、本市には、これまで全国に先駆けて公民協働で策定した「阪南市地域福祉推進計

画」に基づき、小学校区を中心とする地域における市民主体のまちづくりに段階的に取り

組んできた実績があります。 

こうした取り組みにおける子育て支援の活動として、社会福祉協議会やＮＰＯなどの

様々な団体が支援をしながら、地域の先輩ママや各種団体の方々が当事者として担い手と

なり、子育て中の親子の悩みや楽しみを共有し、交流する場として、子育てサークルや子

育てサロンを立ち上げるなど、地域において主体的な子育て支援活動が展開されています。 

しかし、こうした地域の子育て支援活動については、地域全体の福祉活動のなかにおい
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て高齢者を対象とした活動と比べると十分とは言えず、さらにノウハウの継承を含めた担

い手の確保や育成、運営資金など今後の事業展開に向けた課題を抱えていることから、行

政・民間事業者・市民の協働のもと、さらなる連携やサポートの強化が求められています。 

平成２９年度からは、多世代が交流することができる子どもの居場所づくりなどの事業

を包含した「第３期阪南市地域福祉推進計画（平成２９年３月策定）」がスタートします。 

同時に、これからの市のまちづくりの方式を示した水野メソッドに基づき、職員と市民

の意識改革を包含した、地域のことは地域で支える住民自治を実現する新しい地域づくり

をめざし、地域で子どもや子育て世代が安心して子育てを出来る環境づくりへ着手します。 

また、旧家電量販店の整備により、子育て世代包括支援センターとして切れ目のない子

育て支援機能を強化することから、施設に配置する保育教諭や保健師などの専門スタッフ

のノウハウを最大限に活用し、既に地域にある公共施設や仕組みを活かした柔軟な地域で

の子育て支援、多様な担い手の育成などを支援します。 

 

  ②孤立しがちな子育て世帯への個別支援の充実 

現在、乳幼児を子育て中の親は、核家族化の進展や、近所に身内がいないという状況が

増えており、孤立化しやすい環境にあるといえるなか、子育てを身近に感じる機会がほと

んどないまま成長してきたケースが多く、「親」としての立場に戸惑うことが多いといわれ

ています。また、孤立の要因としては、「地域の子育て支援の情報を知らない」「他人の子

どもと比較されるのが嫌」「自分の子育てに自信がなく、他人に相談できない」といった様々

な事情があり、自宅で子どもを抱え込み、子育て総括支援センターなどの拠点を利用する

ことを躊躇する親子へのきめ細かな「アウトリーチ（出前）型の支援」の仕組みづくりが

求められています。 

本市では、保健師などの専門スタッフが「こんにちは赤ちゃん事業」による全戸訪問や

「家庭訪問事業」などを実施し、子育て情報の提供や相談業務を行うなど家庭での子育て

支援を実施しており、今回の再構築が実現した場合、旧家電量販店が個別支援についても

拠点としての機能を果たします。 

今後、地域における子育て機能との連携をより一層深め、安心感のある子育て環境づく

りに取り組みます。 

 

(8) 今後のスケジュール（案） 

 子育て拠点の再構築にあたっては、現在各施設を利用している保護者をはじめとする子

育て世代の理解が最も重要であり、市の方針を丁寧に説明しながら推進します。 

また、施設の改修にあたっては、市の厳しい財政状況を踏まえ、財政負担の抑制と平準

化を図る観点から、可能な限り国の交付金や起債（借入金）を活用することとし、活用条

件の確認や課題の整理の期間を踏まえ、平成３２年４月の再構築をめざします。 
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■阪南市の子育て支援拠点機能のイメージ 
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【資料】 

（1）阪南市地域子育て拠点再構築プロジェクトチーム設置要綱 

 

阪南市地域子育て拠点再構築プロジェクトチーム設置要綱 

 
平成２８年１２月２日決裁   
平成２９年３月３０日決裁   

 

 （設置） 

第１条 阪南市の地域の子育て拠点を再構築することで、子どもたちが健やかに成長できる環境

を整備することを目的として、地域子育て拠点再構築プロジェクトチーム（以下「ＰＴ」とい

う。）を設置する。 

 （所掌事務） 

第２条 ＰＴは、次に掲げる事務を所掌する。 

 (1) 公立幼稚園、保育所をはじめとする地域子育て拠点の再構築に関すること。 

 (2) 前号に係る子育て支援の施策に関すること。 

 (3) 旧家電量販店建物の利活用の検討に関すること。 

 (4) 前３号に掲げるもののほか、必要な事項に関すること。 

 （組織） 

第３条 ＰＴは、別表に掲げる者をもって、それぞれ充てる。 

２ ＰＴにリーダー及びサブリーダーを置く。 

３ リーダーは総務部長、サブリーダーは財政課長をもって、それぞれ充てる。 

 （リーダー） 

第４条 リーダーは、ＰＴを代表し、会務を総理する。 

２ サブリーダーは、リーダーを補佐するとともに、リーダーに事故があるときは、その職務を

代理する。 

 （会議） 

第５条 ＰＴの会議は、リーダーが招集する。 

２ リーダーは、必要があると認めるときは、会議の議事に関係のある者の出席を求め、その意

見若しくは説明を聴取し、又は資料の提出を求めることができる。 

 （協力義務） 

第６条 所属する職員が、ＰＴのメンバーに指名された所属長は，当該職員がＰＴの職務に従事

することに協力しなければならない。 

２ ＰＴの取組事項に関係する所属長は、積極的にＰＴの運営に協力しなければならない。 

 （庶務） 
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第７条 ＰＴの庶務は、総務部みらい戦略室において処理する。 

 （その他） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、ＰＴの運営に関して必要な事項はリーダーが別に定める。 

 

   附 則（平成２８年１２月２日決裁） 

 この要綱は、決裁の日から施行する。 

   附 則（平成２９年３月３０日決裁） 

 この決裁は、平成２９年４月１日から施行する。 

 

別表（第３条関係） 

プロジェクトチーム（ＰＴ）メンバー 

リーダー 総務部長  

 総務部みらい戦略室長  

 総務部みらい戦略室主幹  

サブリーダー 財務部副理事(兼)財政課長  

 財務部財政課長代理  

 
福祉部こども家庭課長代理 

（子育て総合支援センター） 
 

 福祉部こども家庭課長代理  

 福祉部石田保育所長補佐  

 健康部健康増進課総括主査  

 事業部公共施設活用課長代理  

 生涯学習部教育総務課主幹  

 生涯学習部学校教育課長  

 生涯学習部はあとり幼稚園副園長  
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（2）阪南市子ども・子育て支援事業計画における基本目標別の取組（就学前教育・保育に関する

取組のみ抜粋） 

 

基本目標１ 子どもが心身ともに健やかに育つ環境づくり 

１ 教育・保育環境の充実 

【取組】 

事業名 事業内容 担当課 

教育・保育の提供体制の充実 施設型給付により、保育所（園）、幼稚園、

認定こども園の充実を図ります。また、幼児

期の教育・保育を総合的に提供する、認定こ

ども園等を普及します。 

こども家庭課 

教育総務課 

学校教育課 

保・幼・小・中の連携 幼保それぞれの連携に加え、小学校・中学校

との連続性や連携・交流について検討し、推

進します。 

こども家庭課 

教育総務課 

学校教育課 

私立幼稚園就園助成等事業 新制度に移行しない私立幼稚園に通う園児の

保護者に対する就園奨励費補助金等を継続し

ます。 

教育総務課 

２ 次代の親の育成 

【取組】 

事業名 事業内容 担当課 

思春期関係健康教育 小中学校において、喫煙防止講演会や性感染

症予防教育、胎児の成長や妊婦疑似体験・沐

浴実習・乳幼児とのふれあい体験を通じて命

の大切さを伝えています。 

健康増進課 

世代間・地域交流 中学校、小学校、幼稚園、保育所（園）、認

定こども園と地域との交流事業を実施しま

す。 

こども家庭課 

学校教育課 

 

基本目標２ 子どもの人権を尊重し、安全・安心に暮らせる環境づくり 

２ 児童虐待防止対策の充実 

【取組】 

事業名 事業内容 担当課 
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阪南市児童虐待防止ネットワ

ーク 

児童虐待の予防、早期発見、早期対応及び

継続的ケアを関係機関等の連携により行

います。 

こども家庭課 

学校教育課 

健康増進課 

人権推進課 

養育支援訪問事業 養育支援が特に必要であると判断した家

庭に対し、保健師・助産師・保育士等がそ

の居宅を訪問し、養育に関する指導、助言

等を行うことにより、当該家庭の適切な養

育の実施を確保することを目的としてい

ます。 

健康増進課 

こども家庭課 

 

３ 特別な支援が必要な子どもの施策の充実 

【取組】 

事業名 事業内容 担当課 

障がい児保育支援事業 未就学の障がい児などに対し、それぞれの

ニーズに応じ、保育所での保育又はたんぽ

ぽ園での療育などを提供し、子育てと仕事

の両立を支援します。 

こども家庭課 

障がい児通所支援事業 障がい児などの発達を支援するため、保護

者等からの相談に応じ、適切な療育等が受

けられるよう受給者証を発行し、障がい児

通所支援給付費等を支給します。 

こども家庭課 

 

４ 子どもの安全の確保対策の充実 

【取組】 

事業名 事業内容 担当課 

幼稚園・小学校安全対策事業 校園内における子どもたちの安全確保を

図るため、各幼稚園・小学校にスクールサ

ポーターを配置し、不審者の侵入抑止等を

行います。 

教育総務課 

保育所における防犯対策 防犯カメラを公立3保育所に設置し、不審

者の侵入抑止等を行います。 

こども家庭課 
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公園維持管理事業 緑のある生活環境及び安心して遊べる環

境づくりのため、公園の適切な維持管理を

行います。 

土木管理室 

 

基本目標３ 安心して子どもを産み、育てることができる環境づくり 

１ 母子の健康の確保 

【取組】 

事業名 事業内容 担当課 

こんにちは赤ちゃん事業 出生児のうち第１子については保健師また

は助産師、第２子以降についてはこんにち

は赤ちゃん事業訪問員が家庭訪問し、育児

相談や地域における子育て情報を提供して

います。 

健康増進課 

こども家庭課 

母子健康手帳発行 妊娠中の適正な食生活や体重管理、禁煙、

禁酒等の妊娠に係る正しい知識を普及・啓

発しています。 

健康増進課 

妊婦一般健康診査 母体や胎児の健康を確保するために、健康

診査費用を一部助成しています。 

健康増進課 

Welcome！赤ちゃん 妊娠期の母、父、家族を対象に、胎児の成

長説明、沐浴実習、妊婦疑似体験、栄養や

虐待防止講話を実施しています。 

健康増進課 

乳幼児健康診査 乳幼児期の疾病の早期発見・早期治療や発

育・発達の確認及び育児支援のため、健康

診査（乳児一般、４カ月児、乳児後期、１

歳７カ月児、３歳６カ月児、すくすく）を

実施しています。 

健康増進課 

歯科疾患予防事業 歯科医師、歯科衛生士による、口腔内診査、

保健指導、むし歯予測テスト及びフッ素塗

布を実施しています。 

健康増進課 

予防接種事業 伝染のおそれがある疾病の発生及びまん延

を予防するために、予防接種を実施してい

ます。 

健康増進課 

離乳食講習会 

ぱくぱく幼児食教室 

「阪南市食育推進計画」に基づき、健全な

食生活の推進に取り組みます。 

健康増進課 
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子どもの事故予防 幼児期の死因の第１位である「不慮の事故」

を予防するために、健診時の普及啓発や泉

州南消防組合阪南消防署と連携し、乳幼児

心肺蘇生法講習会を実施しています。 

健康増進課 

小児医療等の充実 小児救急医療及び休日夜間における重症救

急患者の医療の確保のため、輪番制病院で

運営するための費用の一部を負担していま

す。 

健康増進課 

 

２ 仕事と子育ての両立支援の推進 

【取組】 

事業名 事業内容 担当課 

時間外保育事業 保育認定を受けた子どもについて、通常の利

用時間以外の時間において、認定こども園、

保育所等において保育を実施します。 

こども家庭課 

一時預かり事業 

（預かり保育） 

家庭において保育を受けることが一時的に

困難となった乳幼児について、主として昼間

において、認定こども園、幼稚園、保育所等

において一時的に預かり、必要な保護を行い

ます。 

こども家庭課 

学校教育課 

病児・病後児保育事業 病児・病後児について、病院・保育所等に付

設された専用スペース等において、看護師等

が一時的に保育等を実施します。 

こども家庭課 

ファミリー・サポート・セン

ター事業 

乳幼児や小学生等の児童を有する子育て中

の保護者を会員として、児童の預かり等の援

助を受けることを希望する者と当該援助を

行うことを希望する者との相互援助活動に

関する連絡、調整を行います。 

こども家庭課 

子育て短期支援事業 保護者の疾病等の理由により家庭において

養育を受けることが一時的に困難となった

児童について、児童養護施設等に入所させ、

必要な保護を行う事業（短期入所生活援助事

業（ショートステイ事業）及び夜間養護等事

業（トワイライトステイ事業））です。 

こども家庭課 
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利用者支援事業 子ども又はその保護者の身近な場所で、教

育・保育施設や地域の子育て支援事業等の情

報提供及び必要に応じ相談・助言等を行うと

ともに、関係機関との連絡調整等を実施しま

す。 

こども家庭課 

 

３ 親・家庭が学び、育つ環境づくり 

【取組】 

事業名 事業内容 担当課 

子育て講座 子育て中の親などに対し、育児に対する不安

や問題軽減のため、子育て及び子育て支援に

関する講座を実施します。 

こども家庭課 

生涯学習推進室 

地域子育てスキルアップ講座 地域の子育て支援者を対象にした講座を開

催し、各関係機関と連携を図り、子育て支援

及び支援体制の強化に繋げます。 

こども家庭課 

お子さんのための総合相談会 家庭生活・集団生活で気になる行動を見せる

子どもにかかる相談会（診断、医療相談、福

祉サービス相談、療育、日常生活相談、学校、

教育に関する相談）、年4回実施しています。 

学校教育課 

健康増進課 

こども家庭課 

市民福祉課 

赤ちゃん相談 母親の育児不安解消のため、保健師・栄養

士・歯科衛生士による育児相談を実施してい

ます。（ボランティアの協力を得て、絵本の

読み聞かせ・わらべうた遊びも併設） 

健康増進課 

地域健康教育 保育所や幼稚園、地域子育て事業等に出向

き、むし歯予防や予防接種の接種勧奨等の健

康教育を実施しています。 

健康増進課 

家庭訪問事業 妊娠期から乳幼児期において、保健師・助産

師が家庭訪問する相談を実施しています。 

健康増進課 

のびのび相談 子どもの発達や育児に関する個別相談を実

施しています。 

健康増進課 

言語相談 言葉や発音、吃音等に関する個別相談を実施

しています。 

健康増進課 

 

 



 

35 

４ 地域の子育て支援体制の充実 

【取組】 

事業名 事業内容 担当課 

地域子育て支援拠点事業 子育ての支援拠点として、にこにこルーム

や親子教室などの子育て支援のための事業

を実施します。また、子育て支援の団体や

サークル等との連携を図り、子育て家庭へ

活動情報等を提供します。 

こども家庭課 

つどいの広場 子育て中の親子が気軽につどい、うちとけ

た雰囲気の中で交流できるつどいの場を提

供する事業。子育て・悩み相談や、地域の

子育て関連情報を提供します。 

こども家庭課 

園庭開放（保育所（園）、幼稚

園） 

子育て家庭を対象として、遊びの場の提供、

育児不安等についての相談を実施します。 

こども家庭課 

学校教育課 

親子登園（幼稚園） 幼稚園での親子のふれあいと他の親子との

交流を図ります。 

学校教育課 

ブックスタート事業 赤ちゃんの心と言葉を育むため、４カ月児

健康診査時に絵本１冊と図書館利用案内、

地域の子育て情報が入った「ブックスター

トパック」を手渡し、説明します。フォロ

ーアップとして、乳幼児と保護者対象の「お

ひざにだっこのおはなしかい」で絵本の読

み聞かせやわらべ歌遊びの紹介をします。 

図書館 
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（3）阪南市地域子育て拠点再構築方針中間とりまとめ（案）策定の経過 

本案の策定までの経過は、次に示すとおりです。 

 

日 付 内    容 

平成２８年 

１２月２日 

◇みらい戦略会議 

（阪南市地域子育て拠点再構築プロジェクトチームの設置について） 

１２月７日 
●第１回阪南市こども未来プロジェクト会議 

（プロジェクト会議の設置について、現場確認等） 

１２月１２日 

◇みらい戦略会議 

（阪南市地域子育て拠点再構築プロジェクトにかかるワークショップ開催に

ついて） 

●第２回阪南市こども未来プロジェクト会議 

（プロジェクト検討スケジュール概要（案）等） 

１２月１３日 
＊総合こども館整備特別委員会 

（阪南市地域子育て拠点再構築プロジェクトについて等） 

１２月２２日 
●第３回阪南市こども未来プロジェクト会議 

（プロジェクト会議の進め方について等） 

１２月２６日 
●第４回阪南市こども未来プロジェクト会議 

（園長・所長との意見交換等） 

平成２９年 

１月１０日 

◇みらい戦略会議 

（阪南市地域子育て拠点再構築プロジェクトの進捗状況について） 

１月１３日 
●第５回阪南市こども未来プロジェクト会議 

（幼稚園・保育所等保護者説明会について等） 

１月１９日 ◇子育て支援センター先進地視察（河内長野市） 

１月２０日 

◇子育て支援センター先進地視察（高石市） 

●第６回阪南市こども未来プロジェクト会議 

（地域ワークショップについて等） 

１月２４日 
●第７回阪南市こども未来プロジェクト会議 

（ワークショップでの進行研修等） 

１月２５日 
●第８回阪南市こども未来プロジェクト会議 

（ワークショップでの進行研修等） 

１月３０日 
◇子育て総合支援センター利用者説明会※（※説明は３０分程度。保護者・利

用者の意見・ニーズ把握を目的に実施） 

２月２日 ◇耐震工事等視察（熊取町） 
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日 付 内    容 

２月３日 
●第９回阪南市こども未来プロジェクト会議 

（ワークショップ研修の振返りについて等） 

２月５日 ◇保護者説明会※（下荘保育所・尾崎保育所・石田保育所） 

２月６日 ◇保護者説明会※（朝日幼稚園） 

２月７日 ◇保護者説明会※（尾崎幼稚園） 

２月８日 
＊子育て拠点整備特別委員会 

（阪南市地域子育て拠点再構築プロジェクトの取り組み状況等について等） 

２月９日 ◇保護者説明会※（まい幼稚園・はあとり幼稚園） 

２月１０日 

◇みらい戦略会議 

（阪南市地域子育て拠点再構築プロジェクトの進捗状況について） 

◇旧家電量販店建物見学会の開催 

●第１０回阪南市こども未来プロジェクト会議 

（保護者説明会の概要報告等） 

２月１１日 ◇旧家電量販店建物見学会の開催 

２月１２日 ◇地域ワークショップ（東鳥取地区） 

２月１６日 

●第１１回阪南市こども未来プロジェクト会議 

（ワークショップ等の振返りと今後の方針について等） 

◇幼稚園・保育所・子育て総合支援センター職員対象の説明会及び意見交換会 

２月１７日 ◇幼稚園・保育所・子育て総合支援センター職員対象の説明会及び意見交換会 

２月１８日 ◇地域ワークショップ（下荘地区） 

２月２４日 
●第１２回阪南市こども未来プロジェクト会議 

（ワークショップの振返りと今後の方針について等） 

２月２５日 ◇地域ワークショップ（西鳥取地区） 

２月２６日 ◇地域ワークショップ（尾崎地区） 

２月２８日 
◇みらい戦略会議 

（阪南市地域子育て拠点再構築プロジェクトの進捗状況について） 

３月２日 
●第１３回阪南市こども未来プロジェクト会議 

（ワークショップの振返りと今後の方針について等） 

３月７日 
●第１４回阪南市こども未来プロジェクト会議 

（今後の方針（案）について等） 

３月１１日 
◇地域合同ワークショップ（尾崎・東鳥取・舞・下荘、阪南市子ども・子育て

会議学識委員出席） 



 

38 

日 付 内    容 

３月１５日 

◇みらい戦略会議 

（阪南市地域子育て拠点再構築プロジェクトの進捗状況について） 

●第１５回阪南市こども未来プロジェクト会議 

（地域合同ワークショップの振返りと今後の方針（案）について等） 

３月１６日 
＊子育て拠点整備特別委員会 

（阪南市地域子育て拠点再構築プロジェクトの取組み状況等について等） 

３月２２日 
◇平成２８年度第１回阪南市子ども・子育て会議 

（プロジェクトの進捗状況を報告） 

３月２８日 

●第１６回阪南市こども未来プロジェクト会議 

（プロジェクトチームメンバーより提出された案（２～６拠点案）を踏まえて、

今後の具体的な方針について等） 

４月１日 
◇平成２９年第３回臨時教育委員会 

（プロジェクトの進捗状況を報告） 

４月３日 
◇みらい戦略会議 

（阪南市地域子育て拠点再構築プロジェクトの進捗状況について） 

４月４日 
●第１７回阪南市こども未来プロジェクト会議 

（今後の具体的な方向性について等） 

４月７日 
●第１８回阪南市こども未来プロジェクト会議（関係者合同会議） 

（再構築プロジェクトにかかる中間とりまとめ（案）について等） 

４月１１日 

◇みらい戦略会議 

（プロジェクトチームより、旧家電量販店・まい幼稚園・下荘保育所の３拠点

とする阪南市地域子育て拠点再構築プロジェクトにかかる中間とりまとめ

（案）を提出） 

４月１４日 

◇みらい戦略会議 

（プロジェクトチーム案を含む地域子育て拠点再構築方針について、財政面も

含めて総合的に議論） 

４月１８日 

◇みらい戦略会議 

（阪南市案として、より身近な子育て拠点等を重視し、プロジェクトチーム案

にはあとり幼稚園を加えた４拠点とする阪南市地域子育て拠点再構築方針中

間とりまとめ（案）を決定） 

◇先進地視察（海南市） 

４月１９日 
●第１９回阪南市こども未来プロジェクト会議（関係者合同会議） 

（みらい戦略会議における決定事項の報告等） 
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日 付 内    容 

４月２０日 
◇幼稚園・保育所・子育て総合支援センター・保健センター職員対象の説明会

及び意見交換会 

４月２１日 

＊全員協議会 

（公立幼稚園・保育所耐震診断速報値報告） 

◇平成２９年第１回定例教育委員会 

（阪南市地域子育て拠点再構築方針中間とりまとめ（案）を報告） 

４月２４日 
◇連合自治会総会 

（プロジェクトの進捗状況を報告） 

４月２７日 
＊子育て拠点整備特別委員会 

（阪南市地域子育て拠点再構築方針中間とりまとめ（案）について等） 

４月２８日 

（予定） 

◇平成２９年度第１回阪南市子ども・子育て会議 

（阪南市地域子育て拠点再構築方針中間とりまとめ（案）を報告） 

５月７日 

（予定） 
◇タウンミーティング（意見交換会） 

※広報はんなん５月号、市ホームページ、各公立子育て関連施設利用者に通知

により周知 
５月８日 

（予定） 

５月１２日 

（予定） 

＊子育て拠点整備特別委員会 

（阪南市地域子育て拠点再構築方針中間とりまとめについて等） 

６月１日 

（予定） 

◇広報はんなん６月号 

（阪南市地域子育て拠点再構築方針中間とりまとめ概要掲載） 

６月中旬～ 

（予定） 

◇市民説明会等 

（公立幼保、子育て総合支援センター及び小学校区単位で実施） 

７月中旬 

（予定） 

＊子育て拠点整備特別委員会 

（市民説明会等を踏まえた阪南市地域子育て拠点再構築方針（素案）等） 

７月中旬 

～８月中旬 

（予定） 

◇パブリックコメント実施 

（阪南市地域子育て拠点再構築方針（素案）） 

８月中旬 

（予定） 

＊子育て拠点整備特別委員会 

（阪南市地域子育て拠点再構築方針等） 

※上記以外に市民との懇談会を随時実施 


